
1-1-2、1-2-1 次世代産業創出

1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

研究会の数　５件
提案共同研究の数　５件

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

5

5

1,805 2,000

合計 2,525 2,275

5 13 達成

達成15 5 10

2,525

県内の下請型・受託加工型企業が、工業技術総合センターと一緒になって、新たな製品や技術を生み出す研究開発の企画・実施のプロ
セスを経験することにより、提案型・研究開発型企業への転換を図ることを目指す。

下請型・受託加工型企業は、付加価値が低く、既存市場が縮小する中において業務量も減少傾向にあり、新たな製品・技術を生み出す
提案型・研究開発型の業務の割合を増やす必要があるが、研究開発の経験やノウハウが乏しい状況にある。

成果目標の達成状況

項目

研究会の数(件）

提案共同研究の数（件）

事業番号 ０６ ０４ 02 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 研究開発型企業育成事業 担
当
課

部局 産業労働部

１成長市場の創出 実施期間 H24 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

下請型・受託加工型企業の提案型・研究開発型への転換を一貫して支援できるのは、県工業技
術総合センターのみである。

課・室 ものづくり振興課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－１　信州をけん引するものづくり産業の振興

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

調査研究に基づく提案型共
同研究

直接
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

研究会による調査研究 直接
活用可能な技術について研究会を立ち上げ調査を実
施

525 470 525

調査等を通じて研究計画を作成し、共同研究を実施 2,000

2,525 2,525 2,525

合計（A) 2,525 2,525
10

26年度 27年度

当初予算 2,525

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

2,525 2,525

概　算
人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,477

2,465 2,349 2,275

2,477

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引き続き、県内の下請型・受託加工型企業の提案型・研究開発型への転換を促進するため、県内企業の研究開発支援を実施していく。

目標に対
する成果
の状況

目標を上回る13テーマで研究会活動を行い、その中から10社が共同研究により研究開発に取り組んだ。

 概算事業費（B（A）+C） 4,942 4,826 4,752 5,002

2,477 2,477

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

2,525 2,525 2,525 2,525


